安威川の治水手法の検討に関する意見
神戸大学　道奥康治

１．委員会として確認すべき項目
　当委員会の重要な責務の一つとして，整備計画の成案早期化の努力がある．議論の迷走を最小限にするために以下のような項目について委員会の共通認識が必要と考える．

(1) 余裕高以上堤体表面のライニングは超過洪水対策なのか非超過洪水対策なのか
（注：「余裕高以上堤体表面のライニング」を堤防補強工と位置づけることはできないので，本文では「堤防補強」という用語を使わない）

　「余裕高以上堤体表面のライニング」は越流時の破堤遅延効果を期待する処置であり，超過洪水対策と考える．非超過洪水対策として余裕高を減少させる効果を実証する施工例も技術的実証も国内外を通じてない．「技術的な裏付け」とは，どういうライニングをすれば，どれだけHWLをどれだけ増加させ得るか（＝余裕高を減らせるか）という技術資料を示すことである．越流時における天端舗装の効果については最近の研究事例があると聞く．しかし，越流対策に関する研究成果をもって余裕高減少の議論をする研究者がいたとすれば，その能力を疑わざるを得ない．

　超過洪水対策と非超過洪水対策の明確な区分け：目標とすべき治水規模を議論する段階において，超過洪水対策としての「余裕高以上堤体表面のライニング」と非超過洪水対策としての河道改修・貯留施設（計画に位置づけれられる貯留施設のみ）の議論を混同することは避けなければならない．委員会として「余裕高以上堤体表面のライニング」が超過洪水対策であることを共通認識するべきである．
　
(2) 「余裕高以上堤体表面のライニング」を河川整備計画に盛り込むこと
　気候変動が進み，氾濫域に市街地が広がる流域構造ができあがっている現実を受け止めて，超過洪水対策を河川整備計画に盛り込むことは必要であり，河川管理者はすでにその考えによって今後の治水対策を検討している．「余裕高以上堤体表面のライニング」は超過洪水対策メニューの一つとして位置づけることは可能と考える．当然のことではあるが，「余裕高以上堤体表面のライニング」を管理延長全線に画一的に施工することは，貴重な府税の有効投資ではなく，必要箇所に限定して施工するべきである．同じ河川でも施工区間と非施工区間が混在することになるので，施工区間の選定にあたっては，府民が納得できる技術基準を適用すべきである（例えば，以下のようなイメージ）．
①未整備区間で越流の可能性がある区間における計画達成までの応急措置

②計画水準まで整備された区間であっても，屈曲部，水衝部，既往の被災箇所，人家連胆部など，破堤の可能性が高い箇所や越流した場合に甚大な被害が想定される箇所
　「余裕高以上堤体表面のライニング」を施工した理由や「これは越流堤ではないですよ」という趣旨の看板を施工箇所には設置することも府民への説明責任を果たすことになる．

　以上のことより，「余裕高以上堤体表面のライニング」を超過洪水対策メニューの一つとして河川整備計画に位置づけることを委員会で合意するべきである．
なお，「余裕高以上堤体表面のライニング」は，「これで安心だ」と府民が誤解し「安心の空手形」という妄想につながる可能性を秘めている．この方法は河川の疎通能力を向上させるような神通力を発揮するものではなく，越流し洪水被害が発生し始めてからの対策であることを，当該区間の府民に周知することが絶対に不可欠である．
(3) 余裕高の機能
　風雨時の不規則な水位・流量変動など外力不確定要素や，湾曲部など河道地形の不規則性に起因する突発的水位上昇，出水時の巡視・水防活動への安全性に備えるために必要なクリアランスである．鉄道の建築限界，橋桁下部の余裕と同じ考えに基づいており，これらのクリアランスを持たない構造物は許容されない．

「余裕高以上堤体表面のライニング」はこれら外力の不規則変動を減少させる機能を持たない．また，「余裕高以上堤体表面のライニング」を根拠として余裕高を減少させた場合には，出水時の巡視・水防活動が困難または不可能となり，巡視・水防従事者の生命を脅かす．「余裕高以上堤体表面のライニング」が河川疎通能の増加（HWL.の増加＝余裕高の減少）効果をもたらさないこと，余裕高が必要な現実を委員会として共通認識するべきである．
(4) 「余裕高以上堤体表面のライニング」=越流堰か？
「余裕高以上堤体表面のライニング」は越流堰のような放流設備ではない．「余裕高以上堤体表面のライニング」は越流堰と同じ設計基準で施工されるのか？越流堰と同じ設計基準で「余裕高以上堤体表面のライニング⇒ライニングではなく重力式堰堤になる？」を施工することは技術的に可能であっても，治水事業の便益評価に堪えうるか？わざわざ低めの越流堰堤を作ることに治水上の意味があるのか？

越流堰は越流先が遊水池や分水路など計画に位置づけられた河川施設であり，堤内地ではない．「余裕高以上堤体表面のライニング」を施工した地域の府民に対して，「お宅の地域は洪水の放流先です」とは言えない．水が越えやすい構造を持つ「堤防越流部」の真下に住む人々の心中を推し量らなければならない．
(5) 河川整備委員会でのこれまでの議論の取り扱い
　河川整備委員会でのこれまでの討議内容も含めて議論することが当然であり，委員会メンバー交代ともにこれまでの討議内容をリセットしてはならない．安威川も槇尾川も河川整備委員会でこれまでに議論が重ねられており，初めて出てきた議事ではない．それなりの討議時間をすでに消費しており，時間的な余裕はない．委員交代の度にゼロから議論をスタートするためには，これまでの議論の不当性を検証することが必要である．これまでの整備委員会の審議内容を公開してきた府民に対する説明なしに議事をゼロからスタートすることはできない．
２．安威川の治水について

(1) 治水目標の設定
　第一近似値として「①ダム案」を仮定し，部会・整備員会で合意された方針に基づいて治水目標が設定されている．
　「①ダム案」以外の，例えば「⑤流出抑制＋河道改修」を第一近似値として，治水目標を設定してもよいが，二次選定の時点で「①ダム案」が最安事業となることが自明であり，(1)治水目標の設定段階にまでフィードバックされて，同一の作業工程をたどることになる．ダムサイトや河川の状況から，「①ダム案」が最適メニューであることがほぼ自明なので，話題づくりあるいは奇をてらう必要のない限り，第一近似値として「①ダム案」に限定して治水目標を設定することに問題はない．最終的には「 (3)二次選定」から「(1)治水目標の設定」にフィードバックする必要はないという結果になっている．

　本ケースのように自明的ではなく，治水手段によって微妙に目標設定が変化する恐れがある場合，あるいは解析に必要な情報・素材が準備されている場合には，複数の治水手段に基づいてこの段階での作業を実施することが望ましい．
(2) 一次選定

　実施可能性に基づく検討だけで容易にsortingできるメニューを対象とし，消去法で絞り込むことをここでは「一次選定」と定義している．すなわち，流域の社会経済活動状況や河川特性の状況分析だけで判断可能なscreening作業に限定しており，氾濫解析・費用分析を経ないと判断できない治水メニューについては，二次選定候補に残すという方法をとっている．自然で普遍的な考え方と言える．
　河川管理者は府民への説明責任上，存在する案を網羅的に列挙しているが，議論を効率化するためにはナンセンスな案は議論の対象外としてもよかったと考える．
　27項目のメニューはリストアップされるとどれももっともらしく見えるが，当局の方針のために精粗案が混在している．おおよそ分類すると以下のようである．

A.自明的に棄却されるメニュー：×のついた案全て
　対象流域は高度に市街化されており，市街地や市街地の施設を利用した手法（16.遊水機能を有する土地の保全，17.部分的に低い堤防の存置，18.霞堤，19.輪中堤，20.二線堤）は実施する余地がない．これらがメニューとして上がっていると，一体どこの河川の整備計画を議論しているのかと思うくらいである．いずれも流域内に湛水域を設定することになり，対象地域の浸水被害を深刻化させるか，立ち退き要求をともなう．道路・あぜ道が氾濫を深刻化させる事例は国内外に多々あり，二線堤は農地ですらよほど慎重に実施しないと逆効果が発揮される．安威川流域では実現可能性はきわめて低い．21.樹林帯は水防林を意味すると思われる．河川施設のない時代には水衝部を中心に成長の早い竹林などの水防林が植樹されてきたが，今日これらの多くは手入れされずに放置され，あるいは除去され，治水事業の進展とともに機能を果たさなくなったものが多い．佐用町久崎地区の堤防決壊箇所にはその昔，水防林があり，竹林の効果を期待して氾濫シミュレーションを実施したが，残念ながら流速低減効果は水防林ごく近傍の数mに限定され，ほとんどの領域で水防林の流速低減効果があらわれなかった（近畿地整）．また，氾濫水位はほとんど低減しなかった．万力林のように今なお健在の水防林もある一方で，安威川流域のように高度に市街化した流域を水防林で守るという発想は現実的ではない．
　これらの手法と7.堤防の嵩上げや11.高規格堤防はいずれも道路管理者，土地所有者など利害関係者との困難な調整が必要となるが，事業の効果発現が急がれる安威川流域にその余裕はない．安威川ダム建設による年平均被害軽減額の期待値が266億円であり，事業の1年遅れは266億円の被害発生と等価である．利害関係者との調整が長引くほど懸念される規模の洪水発生の潜在被害が増加することに留意しなければならない．洪水という非日常的事象に対する人々の現実感が少ないために，時間を要して実現可能性の低い事業メニューにも目を奪われる場合があるが，その期間，府民の生命は危険にさらされている．部会では「人命救助」がTop Priorityであることに合意した．
B.超過洪水対策として河川整備計画に位置づけ可能なメニュー
10.決壊しづらい堤防は越流時の堤防決壊遅延対策として効果を期待できるので，メニューの一つとなる．ただし，堤防舗装の越流耐荷力に関する実験事例は現時点でほとんどない．まして，プロトタイプでの実証例はないと言われており，現在の知見では，どの程度の越流量・越流水深・越流時間に堪えうるのかを施設設計に盛り込むことはできない．ライニングしないよりはライニングした方がよいということは専門家でなくともわかるが，公共事業評価の費用便益分析に供するだけの科学的知見はないので，実施に当たっては当局に工夫を求めたい． 
22.宅地嵩上げ，ピロティーは超過洪水対策として考え得るが，ピロティーについては震災を経験した兵庫県在住の者として進めるべきではないと考える．26.洪水の予測・情報の提供等，27.水害保険等は河川整備計画に盛り込むと同時に，災害担当部局あるいは危機管理プログラムでさらにより重点的に取り上げるべき項目と考える．

以上について，委員会資料の備考欄では「今後検討を進める手法」に位置づけられ，すぐに実施しないように記載されているが，今回の河川整備計画に盛り込むことはできるので，もっと積極的に表現できないか．

C.河川整備計画で検討すべきではないメニュー

　25.森林の保全：河川整備計画では「森林」は「森林」として流出解析パラメータを設定している．すなわち，荒れた森林ではなく，森林として機能していること，すなわち整備された森林を前提に河川整備を検討している．森林整備とは，荒廃してゼロの段階からマイナス状態に陥っている森林流域を施業によってゼロ段階に戻すことであり，ゼロの段階からプラスの方向に改善する行為ではない．すなわち，森林整備は治水・利水効果を向上するものではない．一時期，森林整備が治水・利水効果をもたらすかのような錯覚・誤解が多出したので，こうした科学的迷走や思想的混乱を収拾するために学術会議や関連学協会からは様々な報告が発表されている．
23.土地利用規制：対象流域の地域事情をよく承知しているが，23.土地利用規制を合意の元に実現することはきわめて困難で実現性が低い．土地利用規制を河川整備計画のメニューとしてリストアップするための制度整備が大阪府でなされているのであれば，河川整備計画に参入することに異論はない．
D.河川整備の一般項目ではあるが，安威川では実現不可能に近い，あるいは大きな治水効果を期待できないメニュー

　13.雨水貯留施設，14.雨水浸透施設，15.ため池， 24.水田の保全：学校，ため池：所有者管理者との調整が困難な割には，効果が小さい．学校の危機管理問題を克服しなければならない．河川管理者の試算においては，これらのstakeholderとのconflictionが皆無という前提で試算しているが，その仮定は現実的ではない．ため池所有者が議論に参加しないまま，ため池を治水計画に位置づけることはできない．当事者不在の議論をしてはならない．多数に及ぶため池の自然環境や平時の安全管理問題をどのように考えるのか．市街地で雨水貯留施設・浸透施設の用地確保，地下施設の場合には，地役権設定（大深度地下というわけにはいかない）など． 
　以上は「今後検討をすすめる手法」に位置づけられているが，実際には検討に値するのかどうか？15.ため池は多少の可能性はあるのだろうが，実現できる量はわずかと推察する．治水効果として算盤に合うものに限定して「今後検討をすすめる手法」としてリストアップする方がよいのではないかと考える．実現可能性がきわめて低いものに対し府民の期待感を煽ることがないように，メニュー選定には技術倫理的な判断を頂きたい．

E.河川整備の検討対象となるメニュー：表記以外のメニュー
(3) 二次選定

　治水目標設定の段階ですでに自明であるが，ダム案は他の事業メニューに比べて格段に優位である．
　府当局が検討した費用便益的な判断基準に加えて，より重要な判断指標として安威川流域固有の事情を考慮すべきである．

・水没補償が完了し，当該地域の人々は生活再建を急いでいる：多くの犠牲を強いてダム建設に合意した地元府民をはしごに登らせ途中ではずすという行為は許されない．
・過年度の事業進捗状況

・時間要素：ダム案とそれ以外の河川整備メニューとでは事業進捗速度が格段に違い，事業遅延にともなう潜在的治水危険度の増加を考慮すると，ダム案の妥当性は重ねて自明である． 

(4) 安威川ダムの規模について

　整備委員会で検討している治水目標は「当面」であり，段階的河川改修の一段階と理解する．事業が進捗した将来においては，治水計画を当然のことながら上方に修正すべきであり，ダム規模の手戻りがあってはならない（ダムは現在の基本方針が古びる100年先にも存在している）．河川整備基本方針は手戻りをなくすために河川整備計画の上位に位置づけられており，河川拡幅など上方修正困難な河川整備メニューを先行的に考慮するしくみとなっている．利水が撤退したために，ダム規模を現状維持すれば，結果的に治水規模が現行の工事実施基本計画よりも大きくなるが，(i) 将来，治水計画は継続的に上方修正される宿命にあること，(ii) 淀川水系の基本方針が定まらない現在において，その不確定要素を吸収する必要があること，(iii) 気候変動により，現行計画規模が実質的に減少している可能性があることなどを考えると，ダム規模縮小の経済効果が相当程度大きくない限り，ダム規模を変更するべきではないと考える．
　前述のように，気候変動により実質的な治水水準が低下している．土砂生産の多い流域では，ダム堆砂などの経年化によって嵩上げや放流設備の改修など既設ダムの再開発事業が進んでいるが，その費用は小さな新規ダム建設にも匹敵するくらい膨大である．安威川流域の場合には堆砂によるダムの追加嵩上げは考えにくいが，将来の気候変動にともなう治水水準見直しの可能性は十分に考えられる．堆砂ダムの再開発事例を安威川ダムの疑似体験として参照すれば，ダム嵩上げという事態が生じた場合に，今回見直し対象となっている程度の嵩上げ規模でも再開発費用は2億円程度ではとてもすまない．
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図-1　事業進捗にともなうBとC
　事務局試算によれば，ダム規模縮小による経済効果はその必要経費を差し引いて2億円以下であり，事業が二年ほど遅延すると聞く．前述のように年平均被害軽減額の期待値だけで266億円であるので府職員の二年分人件費を考慮するまでもなく，単純に266億円×2年=532億円versus 2億円で，改めてその是非を議論するまでもない．

　なお，ダム規模維持となった場合の有効利用方法については環境面や安全面を含めて慎重に議論する必要がある．例えば，フラッシュ放流の場合には，ねらいとする環境改善の内容，河川の自由使用における安全性検討など，種々の検討課題があると考える．
３．補足－B/Cについての私見
　治水事業は下流から随時進められるが，全体の計画は流域一貫原理に基づく．下流から事業が進捗するとリアルタイムのBとCは概念的に図-1の実線・点線のように変化する．流域の状況にもよるが，下流域に比べて資産の少ない中上流に整備事業が到達すると経済効果Bが急速に減少することは十分に考えられる．事業評価では，事業開始時の事業効果B0/C0が1以上の時に妥当と判断され，事業が開始される．
　B/C<1となった段階で事業中止となれば，流域一貫で策定された整備基本方針を事業途中で変更するということになり，「方針」という言葉は何なのかという日本語への素朴な疑問が発生する．この場合，中上流には未来永劫に河川整備が及ぶことがなく，その地域の府民には下流府民と同等の安全が永遠に保証されないことになる．「中上流では事業費の方が資産よりも高いから浸水を許容して下さい，逃げ方を教えます」とは府職員でなくてもとても言えない．

　リアルタイムB/Cで道路事業を再評価すると，最後の10mが開通して通過交通が確保され，最後の一瞬にB/Cが跳ね上がるという珍現象も発生する．






